
事 企 法 ― ２ ２

令和元年５月２３日

人 事 院 事 務 総 長

平成三十七年に開催される国際博覧会の準備及び運営のために必要

な特別措置に関する法律の施行に伴う関係人事院事務総長通知の一

部改正について（通知）

平成三十七年に開催される国際博覧会の準備及び運営のために必要な特別措置

に関する法律（平成３１年法律第１８号）の施行に伴い、下記に掲げる人事院事

務総長通知の一部をそれぞれ次のとおり改正したので、令和元年５月２３日以降

は、これによってください。

記

１ 人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用について（平成１８

年１２月１５日事企法―６６８）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の破線で囲み、又は傍線を付した部分

をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の破線で囲み、又は傍線を付した

部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

１ 人事院規則１―３４（人事管理 １ 人事院規則１―３４（人事管理



文書の保存期間）（以下「規則１ 文書の保存期間）（以下「規則１

―３４」という。）第３条の人事 ―３４」という。）第３条の人事

院が定める人事管理文書（規則１ 院が定める人事管理文書（規則１

―３４第２条に規定する人事管理 ―３４第２条に規定する人事管理

文書をいう。以下同じ。）は、次 文書をいう。以下同じ。）は、次

の表に掲げる人事管理文書とし、 の表に掲げる人事管理文書とし、

その保存期間は、その区分に応じ その保存期間は、その区分に応じ

、それぞれ同表の基準日の欄に掲 、それぞれ同表の基準日の欄に掲

げる日の属する年度の翌年度の４ げる日の属する年度の翌年度の４

月１日（同日以外の日を起算日と 月１日（同日以外の日を起算日と

することが人事管理文書の適切な することが人事管理文書の適切な

管理に資すると認められる場合に 管理に資すると認められる場合に

は、同欄に掲げる日から１年以内 は、同欄に掲げる日から１年以内

の日）から起算して同表の保存期 の日）から起算して同表の保存期

間の欄に掲げる期間（当該期間以 間の欄に掲げる期間（当該期間以

上の期間保存することが人事管理 上の期間保存することが人事管理

文書の適切な管理に資すると認め 文書の適切な管理に資すると認め

られる場合には、当該期間以上の られる場合には、当該期間以上の

期間）とする。 期間）とする。

人事管理文書の区分 基準日 保存期 人事管理文書の区分 基準日 保存期

間 間

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

給実甲第 第２３条関 取得の日 ５年

２８号（ 係第５項の

一般職の 協議に関す

職員の給 る文書等



与に関す

る法律の

運用方針

）

給実甲第 第１項ただ 取得の日 ５年 給実甲第 第１項ただ 取得の日 ５年

１０８０ し書の協議 １０８０ し書の協議

号（指定 に関する文 号（指定 に関する文

職俸給表 書等 職俸給表 書等

を適用す を適用す

る職員に る職員に

ついて） ついて）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

検察官そ 規則第１３ 取得の日 ５年 検察官そ 規則第１４ 取得の日 ５年

の他の職 条関係第２ の他の職 条関係ただ

員の法科 項又は規則 員の法科 し書の協議

大学院へ 第１４条関 大学院へ に関する文

の派遣の 係ただし書 の派遣の 書等

運用につ の協議に関 運用につ

いて（平 する文書等 いて（平

成１５年 成１５年

１０月１ １０月１

日人企― 日人企―

８２５） ８２５）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

職員の公 規則第１０ 取得の日 ５年 職員の公 規則第１１ 取得の日 ５年

益財団法 条関係第１ 益財団法 条関係ただ



人東京オ 項又は規則 人東京オ し書の協議

リンピッ 第１１条関 リンピッ に関する文

ク・パラ 係ただし書 ク・パラ 書等

リンピッ の協議に関 リンピッ

ク競技大 する文書等 ク競技大

会組織委 会組織委

員会への 員会への

派遣の運 派遣の運

用につい 用につい

て（平成 て（平成

２７年６ ２７年６

月２４日 月２４日

人企―８ 人企―８

１２） １２）

職員の公 規則第１０ 取得の日 ５年 職員の公 規則第１１ 取得の日 ５年

益財団法 条関係第１ 益財団法 条関係ただ

人ラグビ 項又は規則 人ラグビ し書の協議

ーワール 第１１条関 ーワール に関する文

ドカップ 係ただし書 ドカップ 書等

二千十九 の協議に関 二千十九

組織委員 する文書等 組織委員

会への派 会への派

遣の運用 遣の運用

について について

（平成２ （平成２

７年６月 ７年６月



２４日人 ２４日人

企―８１ 企―８１

３） ３）

職員の公 規則第１０ 取得の日 ５年 職員の公 規則第１１ 取得の日 ５年

益社団法 条関係第１ 益社団法 条関係ただ

人福島相 項又は規則 人福島相 し書の協議

双復興推 第１１条関 双復興推 に関する文

進機構へ 係ただし書 進機構へ 書等

の派遣の の協議に関 の派遣の

運用につ する文書等 運用につ

いて（平 いて（平

成２９年 成２９年

５月１９ ５月１９

日人企― 日人企―

４９６） ４９６）

職員の平 規則第１０ 取得の日 ５年

成三十七 条関係第１

年国際博 項又は規則

覧会特措 第１１条関

法第１４ 係ただし書

条第１項 の協議に関

の規定に する文書等

より指定

された博

覧会協会

への派遣



の運用に

ついて（

令和元年

５月２３

日人企―

６０）

備考 （略） 備考 （略）

２ 職員の公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会

への派遣の運用について（平成２７年６月２４日人企―８１２）

次の表により、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する

改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分がないものは、これを加え、改正前

欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の

傍線を付した部分があるものは、これを当該傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

規則第１０条関係 規則第１０条関係

１ この条の第１項の「当該年額 （新設）

が部内の他の職員との均衡を著

しく失すると認められる場合」

において、同項に規定する派遣

前給与の年額を算定するときは

、あらかじめ個別に事務総長に

協議するものとする。

２・３ （略） １・２ （略）

３ 職員の公益財団法人ラグビーワールドカップ二千十九組織委員会への派遣の

運用について（平成２７年６月２４日人企―８１３）

次の表により、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する



改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分がないものは、これを加え、改正前

欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の

傍線を付した部分があるものは、これを当該傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

規則第１０条関係 規則第１０条関係

１ この条の第１項の「当該年額 （新設）

が部内の他の職員との均衡を著

しく失すると認められる場合」

において、同項に規定する派遣

前給与の年額を算定するときは

、あらかじめ個別に事務総長に

協議するものとする。

２・３ （略） １・２ （略）

４ 職員の公益社団法人福島相双復興推進機構への派遣の運用について（平成２

９年５月１９日人企―４９６）

次の表により、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する

改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分がないものは、これを加え、改正前

欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の

傍線を付した部分があるものは、これを当該傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

規則第１０条関係 規則第１０条関係

１ この条の第１項の「当該年額 （新設）

が部内の他の職員との均衡を著

しく失すると認められる場合」

において、同項に規定する派遣

前給与の年額を算定するときは



、あらかじめ個別に事務総長に

協議するものとする。

２・３ （略） １・２ （略）

５ 給実甲第２８号（一般職の職員の給与に関する法律の運用方針）

次の表により、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する

改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分がないものは、これを加え、改正前

欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の

傍線を付した部分があるものは、これを当該傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

第１条関係 第１条関係

第１項 「別に法律で定めるもの 第１項 「別に法律で定めるもの

」とは、例えば次の職員又は給 」とは、例えば次の職員又は給

与をいう。 与をいう。

一～十三 （略） 一～十三 （略）

十四 平成三十七年に開催され （新設）

る国際博覧会の準備及び運営

のために必要な特別措置に関

する法律（平成３１年法律第

号）第２７条に規定する１８

給与

第２３条関係 第２３条関係

第１項・第４項 （略） 第１項・第４項 （略）

第５項 第５項の規定による休職 第５項 第５項の規定による休職

者の給与は、人事院規則９―１ 者の給与は、人事院規則９―１

３（休職者の給与）の定めると ３（休職者の給与）の定めると

ころにより、休職者が生死不明 ころにより、休職者が生死不明



若しくは所在不明になつた原因 若しくは所在不明になつた原因

又は休職者の受ける学資金若し 又は休職者の受ける学資金若し

くは報酬等の年額（以下「報酬 くは報酬等の年額（以下「報酬

等年額」という。）を考慮して 等年額」という。）を考慮して

予算の範囲内で各庁の長がその 予算の範囲内で各庁の長がその

裁量によりその支給額を定める 裁量によりその支給額を定める

ものとする。この場合において ものとする。この場合において

、特別の事情があるときを除き 、特別の事情があるときを除き

、報酬等年額が休職者の休職の 、報酬等年額が休職者の休職の

期間の初日の前日における給与 期間の初日の前日における給与

の額を基礎として算定した給与 の額を基礎として算定した給与

の年額（当該年額が部内の他の の年額に比べて高いと認められ

職員との均衡を著しく失すると るときは、給与を支給しないも

認められる場合にあつては、事 のとし、それ以外のときは、お

務総長と協議して算定した額） おむね当該給与の年額と報酬等

に比べて高いと認められるとき 年額との差額の範囲内となるよ

は、給与を支給しないものとし うに定めるものとする。

、それ以外のときは、おおむね

当該給与の年額と報酬等年額と

の差額の範囲内となるように定

めるものとする。

第７項 （略） 第７項 （略）

６ 給実甲第１５１号（通勤手当の運用について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前



第１６条関係 第１６条関係

１ （略） １ （略）

２ 第３号の「人事院の定める職員」は ２ 第３号の「人事院の定める職員」は

、次に掲げる職員とする。 、次に掲げる職員とする。

一・二 （略） 一・二 （略）

三 法第８１条の４第１項若しくは第 三 法第８１条の４第１項若しくは第

８１条の５第１項の規定による採用 ８１条の５第１項の規定による採用

（法第８１条の２第１項の規定によ （法第８１条の２第１項の規定によ

り退職した日（法第８１条の３の規 り退職した日（法第８１条の３の規

定により勤務した後退職した日及び 定により勤務した後退職した日及び

当該採用に係る任期が満了した日を 当該採用に係る任期が満了した日を

含む。）の翌日におけるものに限る 含む。）の翌日におけるものに限る

。以下「再任用」という。）をされ 。以下「再任用」という。）をされ

た職員、派遣法第２条第１項の規定 た職員、派遣法第２条第１項の規定

による派遣、官民人事交流法第２条 による派遣、官民人事交流法第２条

第３項に規定する交流派遣、法科大 第３項に規定する交流派遣、法科大

学院派遣法第１１条第１項の規定に 学院派遣法第１１条第１項の規定に

よる派遣、福島復興再生特別措置法 よる派遣、福島復興再生特別措置法

（平成２４年法律第２５号）第４８ （平成２４年法律第２５号）第４８

条の３第１項の規定による派遣、平 条の３第１項の規定による派遣、平

成三十二年オリンピック・パラリン 成三十二年オリンピック・パラリン

ピック特措法第１７条第１項の規定 ピック特措法第１７条第１項の規定

による派遣、平成三十一年ラグビー による派遣若しくは平成三十一年ラ

ワールドカップ特措法第４条第１項 グビーワールドカップ特措法第４条

の規定による派遣若しくは平成三十 第１項の規定による派遣（以下「国



七年国際博覧会特措法第２５条第１ 際機関等派遣等」という。）から職

項の規定による派遣（以下「国際機 務に復帰した職員又は人事院規則１

関等派遣等」という。）から職務に １―４（職員の身分保障）第３条第

復帰した職員又は人事院規則１１― １項第１号から第４号までの規定に

４（職員の身分保障）第３条第１項 よる休職（以下単に「休職」という

第１号から第４号までの規定による 。）から復職した職員のうち、再任

休職（以下単に「休職」という。） 用の直前の職員としての引き続く在

から復職した職員のうち、再任用の 職期間中の勤務箇所、国際機関等派

直前の職員としての引き続く在職期 遣等の期間中の勤務箇所又は休職の

間中の勤務箇所、国際機関等派遣等 期間中の勤務箇所を給与法第１２条

の期間中の勤務箇所又は休職の期間 第３項又は第１号の官署とみなした

中の勤務箇所を給与法第１２条第３ 場合に、再任用(直近のものに限る

項又は第１号の官署とみなした場合 。）、当該職務への復帰若しくは休

に、再任用(直近のものに限る。） 職からの復職前から引き続き同項若

、当該職務への復帰若しくは休職か しくは同号に規定する職員たる要件

らの復職前から引き続き同項若しく に該当することとなる職員又は当該

は同号に規定する職員たる要件に該 再任用、当該職務への復帰若しくは

当することとなる職員又は当該再任 休職からの復職以後に同号に規定す

用、当該職務への復帰若しくは休職 る職員たる要件に該当することとな

からの復職以後に同号に規定する職 る職員

員たる要件に該当することとなる職

員

四 （略） 四 （略）

７ 給実甲第１９２号（復職時等における号俸の調整の運用について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応

する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。



改 正 後 改 正 前

人事院規則９―８（初任給、昇格 人事院規則９―８（初任給、昇格

、昇給等の基準）（第一において「 、昇給等の基準）（第一において「

規則」という。）第４４条の規定又 規則」という。）第４４条の規定又

は国家公務員の育児休業等に関する は国家公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１０９号。以 法律（平成３年法律第１０９号。以

下「育児休業法」という。）第９条 下「育児休業法」という。）第９条

及び人事院規則１９―０（職員の育 及び人事院規則１９―０（職員の育

児休業等）第１６条、国と民間企業 児休業等）第１６条、国と民間企業

との間の人事交流に関する法律（平 との間の人事交流に関する法律（平

成１１年法律第２２４号。以下「官 成１１年法律第２２４号。以下「官

民人事交流法」という。）第１８条 民人事交流法」という。）第１８条

及び人事院規則２１―０（国と民間 及び人事院規則２１―０（国と民間

企業との間の人事交流）第４１条、 企業との間の人事交流）第４１条、

法科大学院への裁判官及び検察官そ 法科大学院への裁判官及び検察官そ

の他の一般職の国家公務員の派遣に の他の一般職の国家公務員の派遣に

関する法律（平成１５年法律第４０ 関する法律（平成１５年法律第４０

号。以下「法科大学院派遣法」とい 号。以下「法科大学院派遣法」とい

う。）第２０条及び人事院規則２４ う。）第２０条及び人事院規則２４

―０（検察官その他の職員の法科大 ―０（検察官その他の職員の法科大

学院への派遣）第１５条、国家公務 学院への派遣）第１５条、国家公務

員の自己啓発等休業に関する法律（ 員の自己啓発等休業に関する法律（

平成１９年法律第４５号。以下「自 平成１９年法律第４５号。以下「自

己啓発等休業法」という。）第７条 己啓発等休業法」という。）第７条

及び人事院規則２５―０（職員の自 及び人事院規則２５―０（職員の自

己啓発等休業）第１３条、福島復興 己啓発等休業）第１３条、福島復興



再生特別措置法（平成２４年法律第 再生特別措置法（平成２４年法律第

２５号）第４８条の１１及び人事院 ２５号）第４８条の１１及び人事院

規則１―６９（職員の公益社団法人 規則１―６９（職員の公益社団法人

福島相双復興推進機構への派遣）第 福島相双復興推進機構への派遣）第

１２条、国家公務員の配偶者同行休 １２条、国家公務員の配偶者同行休

業に関する法律（平成２５年法律第 業に関する法律（平成２５年法律第

７８号。以下「配偶者同行休業法」 ７８号。以下「配偶者同行休業法」

という。）第８条及び人事院規則２ という。）第８条及び人事院規則２

６―０（職員の配偶者同行休業）第 ６―０（職員の配偶者同行休業）第

１５条、平成三十二年東京オリンピ １５条、平成三十二年東京オリンピ

ック競技大会・東京パラリンピック ック競技大会・東京パラリンピック

競技大会特別措置法（平成２７年法 競技大会特別措置法（平成２７年法

律第３３号。以下「平成三十二年オ 律第３３号。以下「平成三十二年オ

リンピック・パラリンピック特措法 リンピック・パラリンピック特措法

」という。）第２５条及び人事院規 」という。）第２５条及び人事院規

則１―６４（職員の公益財団法人東 則１―６４（職員の公益財団法人東

京オリンピック・パラリンピック競 京オリンピック・パラリンピック競

技大会組織委員会への派遣）第１２ 技大会組織委員会への派遣）第１２

条、平成三十一年ラグビーワールド 条若しくは平成三十一年ラグビーワ

カップ大会特別措置法（平成２７年 ールドカップ大会特別措置法（平成

法律第３４号。以下「平成三十一年 ２７年法律第３４号。以下「平成三

ラグビーワールドカップ特措法」と 十一年ラグビーワールドカップ特措

いう。）第１２条及び人事院規則１ 法」という。）第１２条及び人事院

―６５（職員の公益財団法人ラグビ 規則１―６５（職員の公益財団法人

ーワールドカップ二千十九組織委員 ラグビーワールドカップ二千十九組

会への派遣）第１２条若しくは平成 織委員会への派遣）第１２条の規定



三十七年に開催される国際博覧会の による号俸の調整（以下「復職時調

準備及び運営のために必要な特別措 整」という。）については、下記に

置に関する法律（平成３１年法律第 定めるところにより実施してくださ

１８号。以下「平成三十七年国際博 い。

覧会特措法」という。）第３３条及

び人事院規則１―７２（職員の平成

三十七年国際博覧会特措法第１４条

第１項の規定により指定された博覧

会協会への派遣）第１２条の規定に

よる号俸の調整（以下「復職時調整

」という。）については、下記に定

めるところにより実施してください。

記 記

第一 （略） 第一 （略）

第二 その他の復職時調整に係る規 第二 その他の復職時調整に係る規

定関係 定関係

１ 育児休業をした職員等の復職 １ 育児休業をした職員等の復職

時調整について 時調整について

育児休業をした職員、交流派 育児休業をした職員、交流派

遣（官民人事交流法第２条第３ 遣（官民人事交流法第２条第３

項に規定する交流派遣をいう。 項に規定する交流派遣をいう。

以下同じ。）をされた職員、法 以下同じ。）をされた職員、法

科大学院派遣法第１１条第１項 科大学院派遣法第１１条第１項

の規定による派遣（以下「法科 の規定による派遣（以下「法科



大学院派遣」という。）をされ 大学院派遣」という。）をされ

た職員、自己啓発等休業法第２ た職員、自己啓発等休業法第２

条第５項に規定する自己啓発等 条第５項に規定する自己啓発等

休業（以下「自己啓発等休業」 休業（以下「自己啓発等休業」

という。）をした職員、福島復 という。）をした職員、福島復

興再生特別措置法第４８条の３ 興再生特別措置法第４８条の３

第１項の規定による派遣（以下 第１項の規定による派遣（以下

「福島相双復興推進機構派遣」 「福島相双復興推進機構派遣」

という。）をされた職員、配偶 という。）をされた職員、配偶

者同行休業法第２条第４項に規 者同行休業法第２条第４項に規

定する配偶者同行休業（以下「 定する配偶者同行休業（以下「

配偶者同行休業」という。）を 配偶者同行休業」という。）を

した職員、平成三十二年オリン した職員、平成三十二年オリン

ピック・パラリンピック特措法 ピック・パラリンピック特措法

第１７条第１項の規定による派 第１７条第１項の規定による派

遣（以下「平成三十二年オリン 遣（以下「平成三十二年オリン

ピック・パラリンピック組織委 ピック・パラリンピック組織委

員会派遣」という。）をされた 員会派遣」という。）をされた

職員、平成三十一年ラグビーワ 職員又は平成三十一年ラグビー

ールドカップ特措法第４条第１ ワールドカップ特措法第４条第

項の規定による派遣（以下「平 １項の規定による派遣（以下「

成三十一年ラグビーワールドカ 平成三十一年ラグビーワールド

ップ組織委員会派遣」という。 カップ組織委員会派遣」という

）をされた職員又は平成三十七 。）をされた職員が職務に復帰

年国際博覧会特措法第２５条第 した場合の復職時調整の要領、

１項の規定による派遣（以下「 期間計算等については、第一の



平成三十七年日本国際博覧会協 例により取り扱うものとする。

会派遣」という。）をされた職

員が職務に復帰した場合の復職

時調整の要領、期間計算等につ

いては、第一の例により取り扱

うものとする。

２ 育児休業と休職等の期間があ ２ 育児休業と休職等の期間があ

る職員等の取扱いについて る職員等の取扱いについて

育児休業の終了により職務に 育児休業の終了により職務に

復帰した職員、交流派遣後職務 復帰した職員、交流派遣後職務

に復帰した職員、法科大学院派 に復帰した職員、法科大学院派

遣後職務に復帰した職員、自己 遣後職務に復帰した職員、自己

啓発等休業の終了により職務に 啓発等休業の終了により職務に

復帰した職員、福島相双復興推 復帰した職員、福島相双復興推

進機構派遣後職務に復帰した職 進機構派遣後職務に復帰した職

員、配偶者同行休業の終了によ 員、配偶者同行休業の終了によ

り職務に復帰した職員、平成三 り職務に復帰した職員、平成三

十二年オリンピック・パラリン 十二年オリンピック・パラリン

ピック組織委員会派遣後職務に ピック組織委員会派遣後職務に

復帰した職員、平成三十一年ラ 復帰した職員、平成三十一年ラ

グビーワールドカップ組織委員 グビーワールドカップ組織委員

会派遣後職務に復帰した職員、 会派遣後職務に復帰した職員又

平成三十七年日本国際博覧会協 は第一の第１項第４号に規定す

会派遣後職務に復帰した職員又 る復職等をした職員のうち、育

は第一の第１項第４号に規定す 児休業の期間、交流派遣の期間

る復職等をした職員のうち、育 、法科大学院派遣の期間、自己



児休業の期間、交流派遣の期間 啓発等休業の期間、福島相双復

、法科大学院派遣の期間、自己 興推進機構派遣の期間、配偶者

啓発等休業の期間、福島相双復 同行休業の期間、平成三十二年

興推進機構派遣の期間、配偶者 オリンピック・パラリンピック

同行休業の期間、平成三十二年 組織委員会派遣の期間、平成三

オリンピック・パラリンピック 十一年ラグビーワールドカップ

組織委員会派遣の期間、平成三 組織委員会派遣の期間又は同項

十一年ラグビーワールドカップ 第３号に規定する休職等の期間

組織委員会派遣の期間、平成三 が２以上ある職員については、

十七年日本国際博覧会協会派遣 それぞれの期間を合わせて復職

の期間又は同項第３号に規定す 時調整を行うことができるもの

る休職等の期間が２以上ある職 とする。

員については、それぞれの期間

を合わせて復職時調整を行うこ

とができるものとする。

第三 （略） 第三 （略）

８ 給実甲第２２０号（期末手当及び勤勉手当の支給について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応

する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

２ 期末手当及び勤勉手当の計算の基 ２ 期末手当及び勤勉手当の計算の基

礎となる給与月額は、次に定めると 礎となる給与月額は、次に定めると

ころによる。 ころによる。

一～三 （略） 一～三 （略）

四 派遣職員、法科大学院派遣法第 四 派遣職員、法科大学院派遣法第

１１条第１項の規定により派遣さ １１条第１項の規定により派遣さ



れた職員、福島復興再生特別措置 れた職員、福島復興再生特別措置

法（平成２４年法律第２５号）第 法（平成２４年法律第２５号）第

４８条の３第１項の規定により派 ４８条の３第１項の規定により派

遣された職員、平成三十二年オリ 遣された職員、平成三十二年オリ

ンピック・パラリンピック特措法 ンピック・パラリンピック特措法

第１７条第１項の規定により派遣 第１７条第１項の規定により派遣

された職員、平成三十一年ラグビ された職員又は平成三十一年ラグ

ーワールドカップ特措法第４条第 ビーワールドカップ特措法第４条

１項の規定により派遣された職員 第１項の規定により派遣された職

又は平成三十七年国際博覧会特措 員の場合には、派遣法第５条、法

法第２５条第１項の規定により派 科大学院派遣法第１３条、福島復

遣された職員の場合には、派遣法 興再生特別措置法第４８条の５、

第５条、法科大学院派遣法第１３ 平成三十二年オリンピック・パラ

条、福島復興再生特別措置法第４ リンピック特措法第１９条又は平

８条の５、平成三十二年オリンピ 成三十一年ラグビーワールドカッ

ック・パラリンピック特措法第１ プ特措法第６条の規定により定め

９条、平成三十一年ラグビーワー られた支給割合を乗じない給与月

ルドカップ特措法第６条又は平成 額

三十七年国際博覧会特措法第２７

条の規定により定められた支給割

合を乗じない給与月額

五～九 （略） 五～九 （略）

33 規則第１１条第２項第９号の「勤 33 規則第１１条第２項第９号の「勤

務しなかつた期間」とは、病気休暇 務しなかつた期間」とは、病気休暇

（公務上の負傷若しくは疾病若しく （公務上の負傷若しくは疾病若しく

は補償法第１条の２に規定する通勤 は補償法第１条の２に規定する通勤



による負傷若しくは疾病（派遣職員 による負傷若しくは疾病（派遣職員

の派遣先の業務上の負傷若しくは疾 の派遣先の業務上の負傷若しくは疾

病又は補償法第１条の２に規定する 病又は補償法第１条の２に規定する

通勤による負傷若しくは疾病を含む 通勤による負傷若しくは疾病を含む

。）又は官民人事交流法第１６条、 。）又は官民人事交流法第１６条、

法科大学院派遣法第９条（法科大学 法科大学院派遣法第９条（法科大学

院派遣法第１８条において準用する 院派遣法第１８条において準用する

場合を含む。）、福島復興再生特別 場合を含む。）、福島復興再生特別

措置法第４８条の９、平成三十二年 措置法第４８条の９、平成三十二年

オリンピック・パラリンピック特措 オリンピック・パラリンピック特措

法第２３条、平成三十一年ラグビー 法第２３条、平成三十一年ラグビー

ワールドカップ特措法第１０条、平 ワールドカップ特措法第１０条若し

成三十七年国際博覧会特措法第３１ くは判事補及び検事の弁護士職務経

条若しくは判事補及び検事の弁護士 験に関する法律（平成１６年法律第

職務経験に関する法律（平成１６年 １２１号）第１０条の規定（以下こ

法律第１２１号）第１０条の規定（ の項において「特定規定」という。

以下この項において「特定規定」と ）により給与法第２３条第１項及び

いう。）により給与法第２３条第１ 附則第６項の規定の適用に関し公務

項及び附則第６項の規定の適用に関 とみなされる業務に係る業務上の負

し公務とみなされる業務に係る業務 傷若しくは疾病若しくは特定規定に

上の負傷若しくは疾病若しくは特定 規定する通勤による負傷若しくは疾

規定に規定する通勤による負傷若し 病に起因する場合を除く。）を与え

くは疾病に起因する場合を除く。） られた期間及び規則１０―４（職員

を与えられた期間及び規則１０―４ の保健及び安全保持）第２４条第２

（職員の保健及び安全保持）第２４ 項又は規則１０―８（船員である職

条第２項又は規則１０―８（船員で 員に係る保健及び安全保持の特例）



ある職員に係る保健及び安全保持の 第７条第１項の規定に基づいて就業

特例）第７条第１項の規定に基づい を禁ぜられたことにより勤務しなか

て就業を禁ぜられたことにより勤務 った期間の全ての期間を合算したも

しなかった期間の全ての期間を合算 のをいい、規則１０―４第２４条第

したものをいい、規則１０―４第２ １項の規定に基づいて病気休暇（日

４条第１項の規定に基づいて病気休 単位のものを除く。）の方法により

暇（日単位のものを除く。）の方法 勤務を軽減された者についてのその

により勤務を軽減された者について 病気休暇の時間及び生理日の就業が

のその病気休暇の時間及び生理日の 著しく困難なため病気休暇の承認を

就業が著しく困難なため病気休暇の 得て勤務しなかった者についてのそ

承認を得て勤務しなかった者につい の病気休暇の期間（「人事院規則１

てのその病気休暇の期間（「人事院 ０―７（女子職員及び年少職員の健

規則１０―７（女子職員及び年少職 康、安全及び福祉）の運用について

員の健康、安全及び福祉）の運用に （昭和６１年３月１５日職福―１２

ついて（昭和６１年３月１５日職福 １）」第２条関係後段に定める期間

―１２１）」第２条関係後段に定め に限る。）は、これに含まない。

る期間に限る。）は、これに含まな

い。

９ 給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の運

用について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分があるものは、これを当該傍線を付

した部分のように改め、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対

応する改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分がないものは、これを加える。

改 正 後 改 正 前

第３７条関係 第３７条関係



１～１１ （略） １～１１ （略）

１２ この条の第４項各号の「人 １２ この条の第４項各号の「人

事院の定める事由」は、次に掲 事院の定める事由」は、次に掲

げる事由とする。 げる事由とする。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 勤務時間法第１６条に規定 ⑵ 勤務時間法第１６条に規定

する休暇のうち、年次休暇、 する休暇のうち、年次休暇、

公務上の負傷若しくは疾病若 公務上の負傷若しくは疾病若

しくは国家公務員災害補償法 しくは国家公務員災害補償法

（昭和２６年法律第１９１号 （昭和２６年法律第１９１号

。以下「補償法」という。） 。以下「補償法」という。）

第１条の２に規定する通勤に 第１条の２に規定する通勤に

よる負傷若しくは疾病（派遣 よる負傷若しくは疾病（派遣

法第３条に規定する派遣職員 法第３条に規定する派遣職員

（以下「派遣職員」という。 （以下「派遣職員」という。

）の派遣先の業務上の負傷若 ）の派遣先の業務上の負傷若

しくは疾病又は補償法第１条 しくは疾病又は補償法第１条

の２に規定する通勤による負 の２に規定する通勤による負

傷若しくは疾病を含む。⒁に 傷若しくは疾病を含む。⒁に

おいて同じ。）又は国と民間 おいて同じ。）又は国と民間

企業との間の人事交流に関す 企業との間の人事交流に関す

る法律（平成１１年法律第２ る法律（平成１１年法律第２

２４号。以下「官民人事交流 ２４号。以下「官民人事交流

法」という。）第１６条、法 法」という。）第１６条、法

科大学院への裁判官及び検察 科大学院への裁判官及び検察

官その他の一般職の国家公務 官その他の一般職の国家公務



員の派遣に関する法律（平成 員の派遣に関する法律（平成

１５年法律第４０号。以下「 １５年法律第４０号。以下「

法科大学院派遣法」という。 法科大学院派遣法」という。

）第９条（法科大学院派遣法 ）第９条（法科大学院派遣法

第１８条において準用する場 第１８条において準用する場

合を含む。）、福島復興再生 合を含む。）、福島復興再生

特別措置法（平成２４年法律 特別措置法（平成２４年法律

第２５号）第４８条の９、平 第２５号）第４８条の９、平

成三十二年東京オリンピック 成三十二年東京オリンピック

競技大会・東京パラリンピッ 競技大会・東京パラリンピッ

ク競技大会特別措置法（平成 ク競技大会特別措置法（平成

２７年法律第３３号。以下「 ２７年法律第３３号。以下「

平成三十二年オリンピック・ 平成三十二年オリンピック・

パラリンピック特措法」とい パラリンピック特措法」とい

う。）第２３条、平成三十一 う。）第２３条若しくは平成

年ラグビーワールドカップ大 三十一年ラグビーワールドカ

会特別措置法（平成２７年法 ップ大会特別措置法（平成２

律第３４号。以下「平成三十 ７年法律第３４号。以下「平

一年ラグビーワールドカップ 成三十一年ラグビーワールド

特措法」という。）第１０条 カップ特措法」という。）第

若しくは平成三十七年に開催 １０条の規定（以下この項に

される国際博覧会の準備及び おいて「特定規定」という。

運営のために必要な特別措置 ）により給与法第２３条第１

に関する法律（平成３１年法 項及び附則第６項の規定の適

律第１８号。以下「平成三十 用に関し公務とみなされる業

七年国際博覧会特措法」とい 務に係る業務上の負傷若しく



う。）第３１条の規定（以下 は疾病若しくは特定規定に規

この項において「特定規定」 定する通勤による負傷若しく

という。）により給与法第２ は疾病に係る病気休暇及び特

３条第１項及び附則第６項の 別休暇

規定の適用に関し公務とみな

される業務に係る業務上の負

傷若しくは疾病若しくは特定

規定に規定する通勤による負

傷若しくは疾病に係る病気休

暇及び特別休暇

⑶～ （略） ⑶～ （略）( ) ( )21 21

平成三十七年国際博覧会特 （新設）( )22

措法第２５条第１項の規定に

よる派遣

・ （略） ・ （略）( ) ( ) ( )23 24 2３( )22

１３～１８ （略) １３～１８ （略)

１０ 給実甲第４３４号（住居手当の運用について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

規則第４条関係 規則第４条関係

１～４ （略） １～４ （略）

５ 「人事院の定める住宅」は、次 ５ 「人事院の定める住宅」は、次

に掲げる住宅で、学生寮等単身赴 に掲げる住宅で、学生寮等単身赴



任手当の支給要件に係る子が職員 任手当の支給要件に係る子が職員

と同居して生活を営むための住宅 と同居して生活を営むための住宅

でないと明らかに認められる住宅 でないと明らかに認められる住宅

以外のもの（国家公務員宿舎法（ 以外のもの（国家公務員宿舎法（

昭和２４年法律第１１７号）第１ 昭和２４年法律第１１７号）第１

３条の規定による有料宿舎並びに ３条の規定による有料宿舎並びに

規則第３条に規定する職員宿舎及 規則第３条に規定する職員宿舎及

び住宅を除く。）とする。ただし び住宅を除く。）とする。ただし

、単身赴任手当の支給要件に係る 、単身赴任手当の支給要件に係る

子が２人以上ある場合において、 子が２人以上ある場合において、

そのうちのいずれかの子が官署を そのうちのいずれかの子が官署を

異にする異動又は在勤する官署の 異にする異動又は在勤する官署の

移転（検察官であつた者又は給与 移転（検察官であつた者又は給与

法第１１条の７第３項に規定する 法第１１条の７第３項に規定する

行政執行法人職員等であつた者か 行政執行法人職員等であつた者か

ら引き続き俸給表の適用を受ける ら引き続き俸給表の適用を受ける

職員となつた者にあつては当該適 職員となつた者にあつては当該適

用、派遣法第２条第１項の規定に 用、派遣法第２条第１項の規定に

よる派遣、官民人事交流法第２条 よる派遣、官民人事交流法第２条

第３項に規定する交流派遣、法科 第３項に規定する交流派遣、法科

大学院派遣法第１１条第１項の規 大学院派遣法第１１条第１項の規

定による派遣、福島復興再生特別 定による派遣、福島復興再生特別

措置法（平成２４年法律第２５号 措置法（平成２４年法律第２５号

）第４８条の３第１項の規定によ ）第４８条の３第１項の規定によ

る派遣、平成三十二年オリンピッ る派遣、平成三十二年オリンピッ

ク・パラリンピック特措法第１７ ク・パラリンピック特措法第１７



条第１項の規定による派遣、平成 条第１項の規定による派遣若しく

三十一年ラグビーワールドカップ は平成三十一年ラグビーワールド

特措法第４条第１項の規定による カップ特措法第４条第１項の規定

派遣若しくは平成三十七年国際博 による派遣から職務に復帰した職

覧会特措法第２５条第１項の規定 員、官民人事交流法第２条第４項

による派遣から職務に復帰した職 に規定する交流採用をされた職員

員、官民人事交流法第２条第４項 又は人事院規則１１―４（職員の

に規定する交流採用をされた職員 身分保障）第３条第１項第１号か

又は人事院規則１１―４（職員の ら第４号までの規定による休職か

身分保障）第３条第１項第１号か ら復職した職員にあつては当該復

ら第４号までの規定による休職か 帰、交流採用又は復職。以下同じ

ら復職した職員にあつては当該復 。）の直前の住居であつた住宅に

帰、交流採用又は復職。以下同じ 居住しているときは、この限りで

。）の直前の住居であつた住宅に ない。

居住しているときは、この限りで

ない。

一～三 （略） 一～三 （略）

１１ 給実甲第６６０号（単身赴任手当の運用について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応

する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

規則第５条関係 規則第５条関係

１ 国家公務員法（昭和２２年法律 １ 国家公務員法（昭和２２年法律

第１２０号）第８１条の４第１項 第１２０号）第８１条の４第１項

若しくは第８１条の５第１項の規 若しくは第８１条の５第１項の規



定による採用（同法第８１条の２ 定による採用（同法第８１条の２

第１項の規定により退職した日（ 第１項の規定により退職した日（

同法第８１条の３の規定により勤 同法第８１条の３の規定により勤

務した後退職した日及び当該採用 務した後退職した日及び当該採用

に係る任期が満了した日を含む。 に係る任期が満了した日を含む。

）の翌日におけるものに限る。以 ）の翌日におけるものに限る。以

下「再任用」という。）をされた 下「再任用」という。）をされた

職員、国際機関等に派遣される一 職員、国際機関等に派遣される一

般職の国家公務員の処遇等に関す 般職の国家公務員の処遇等に関す

る法律（昭和４５年法律第１１７ る法律（昭和４５年法律第１１７

号）第２条第１項の規定による派 号）第２条第１項の規定による派

遣、国と民間企業との間の人事交 遣（以下「国際機関等派遣」とい

流に関する法律（平成１１年法律 う。）、国と民間企業との間の人

第２２４号）第２条第３項に規定 事交流に関する法律（平成１１年

する交流派遣、法科大学院への裁 法律第２２４号）第２条第３項に

判官及び検察官その他の一般職の 規定する交流派遣（以下「交流派

国家公務員の派遣に関する法律（ 遣」という。）、法科大学院への

平成１５年法律第４０号）第１１ 裁判官及び検察官その他の一般職

条第１項の規定による派遣、福島 の国家公務員の派遣に関する法律

復興再生特別措置法（平成２４年 （平成１５年法律第４０号）第１

法律第２５号）第４８条の３第１ １条第１項の規定による派遣（以

項の規定による派遣、平成三十二 下「法科大学院派遣」という。）

年東京オリンピック競技大会・東 、福島復興再生特別措置法（平成

京パラリンピック競技大会特別措 ２４年法律第２５号）第４８条の

置法（平成２７年法律第３３号） ３第１項の規定による派遣（以下

第１７条第１項の規定による派遣 「福島相双復興推進機構派遣」と



、平成三十一年ラグビーワールド いう。）、平成三十二年東京オリ

カップ大会特別措置法（平成２７ ンピック競技大会・東京パラリン

年法律第３４号）第４条第１項の ピック競技大会特別措置法（平成

規定による派遣若しくは平成三十 ２７年法律第３３号）第１７条第

七年に開催される国際博覧会の準 １項の規定による派遣（以下「平

備及び運営のために必要な特別措 成三十二年オリンピック・パラリ

置に関する法律（平成３１年法律 ンピック組織委員会派遣」という

第１８号）第２５条第１項の規定 。）若しくは平成三十一年ラグビ

による派遣（以下「国際機関等派 ーワールドカップ大会特別措置法

遣等」という。）から職務に復帰 （平成２７年法律第３４号）第４

した職員、国と民間企業との間の 条第１項の規定による派遣（以下

人事交流に関する法律第２条第４ 「平成三十一年ラグビーワールド

項に規定する交流採用（以下「交 カップ組織委員会派遣」という。

流採用」という。）をされた職員 ）（別紙第１を除き、以下「国際

又は人事院規則１１―４（職員の 機関等派遣等」という。）から職

身分保障）第３条第１項第１号か 務に復帰した職員、国と民間企業

ら第４号までの規定による休職（ との間の人事交流に関する法律第

以下単に「休職」という。）から ２条第４項に規定する交流採用（

復職した職員については、当該再 以下「交流採用」という。）をさ

任用の直前の職員としての引き続 れた職員又は人事院規則１１―４

く在職期間中の勤務箇所、当該国 （職員の身分保障）第３条第１項

際機関等派遣等の期間中の勤務箇 第１号から第４号までの規定によ

所、当該交流採用の直前に雇用さ る休職（以下単に「休職」という

れていた民間企業における在職期 。）から復職した職員については

間中の勤務箇所又は当該休職の期 、当該再任用の直前の職員として

間中の勤務箇所を規則第２条関係 の引き続く在職期間中の勤務箇所



第２項第６号及び第７号の官署と 、当該国際機関等派遣等の期間中

、再任用、国際機関等派遣等から の勤務箇所、当該交流採用の直前

職務への復帰、交流採用又は休職 に雇用されていた民間企業におけ

からの復職を同号並びに規則第３ る在職期間中の勤務箇所又は当該

条関係第２項第１号及び第２号の 休職の期間中の勤務箇所を規則第

異動等とみなして、規則第２条関 ２条関係第２項第６号及び第７号

係第２項第６号及び第７号並びに の官署と、再任用、国際機関等派

規則第３条関係第２項第１号及び 遣等から職務への復帰、交流採用

第２号の規定を適用する。 又は休職からの復職を同号並びに

規則第３条関係第２項第１号及び

第２号の異動等とみなして、規則

第２条関係第２項第６号及び第７

号並びに規則第３条関係第２項第

１号及び第２号の規定を適用する。

２～６ （略） ２～６ （略）

別紙第１を次のように改める。



別紙第１

単 身 赴 任 届
令和 年 月 日提出

各庁の長 官 氏

殿 職 名 印

勤 務 官 署 名 所 在 地

□１新規 □２異動 □３転居（□本人 □配偶者） □４その他（ ）
届 出 の 理 由

上記事実の発生年月日 年 月 日

人事院規則９－８９（単身赴任手当）第７条の規定に基づき次のとおり配偶者等との別居の状況等を届

け出ます （住民票等証明書類 通添付）。

１ 異動直前の居住状況等

異 動 の 発 令 年 月 日 年 月 日

本 人 の 住 居

□配偶者 □子（生年月日 ） □子（生年月日 ）
同 居 者

□子（生年月日 ） □子（生年月日 ）

２ 現在の居住状況等

配偶者と別居した年月日 年 月 日

配 偶 者 と 別

居 し た 事 情

本 人 の 住 居 入居年月日 年 月 日

□子（生年月日 ） □子（生年月日 ） □子（生年月日 ）本 人 の 住 居 に

□その他（続柄 ） □その他（続柄 ） □その他（続柄 ） □その他（続柄 ）お け る 同 居 者

□同じ。
配 偶 者 の 住 居 異動直前の本人の住居と ）□異なる （ 入居年月日。

異動直前の住居から勤務官署までの通勤経路及び方法 (1)に記入

配偶者の住居から勤務官署までの通勤経路及び方法 (2)に記入

配偶者の住居から本人の住居までの交通経路及び方法 (3)に記入

(1) 異動直前の住居から勤務官署までの通勤経路及び方法

順路 通勤方法の別 順路 通勤方法の別

1 住居 から（ 経由） まで 1 住居 から（ 経由） まで 　・ ㎞

2 から（       ） まで 2 から（       ） まで 　・ ㎞

3 から（       ） まで 3 から（       ） まで 　・ ㎞

4 から（       ） まで 4 から（       ） まで 　・ ㎞

5 から（       ） まで 5 から（       ） まで 　・ ㎞

6 から（       ） まで 　・ ㎞

経路略図（経路朱線）

区　　　間 区　　　間 距    離

計（規則第３条の規定による通勤距離）

※
各
庁
の
長
記
入
欄



(2) 配偶者の住居から勤務官署までの通勤経路及び方法

(3) 配偶者の住居から本人の住居までの交通経路及び方法

記入上の注意

１ 「届出の理由」欄には、該当する理由の□にレ印を付し（新規の場合は理由の１のみにレ印を付する。）、理由の

４に該当する場合は内容を（ ）内に記入する。

２ 「届出の理由」欄中「２異動」とは、既に単身赴任手当の支給を受けている者が、更に官署を異にする異動をした

場合の当該異動をいい、「３転居」とは、既に単身赴任手当の支給を受けている者が、更に住居を移転した場合の

当該転居をいう。

３ 配偶者のない者にあっては、「配偶者」とあるのを「異動直前に同居していた満18歳に達する日以後の最初の３月

31日までの間にある子」と読み替えて記入する。

４ 届出の理由の１以外に該当する場合は「１ 異動直前の居住状況等」は記入を要しない。

５ 「１ 異動直前の居住状況等」及び「２ 現在の居住状況等」において「異動」とは、別居の原因となった官署を

異にする異動又は同一官署内における異動若しくは職務内容の変更等をいう。

６ 在勤する官署が移転した者にあっては、「異動」とあるのを「移転」と読み替えて記入する。

７ 検察官若しくは行政執行法人職員等から人事交流等により引き続き俸給表の適用を受けることとなった者又は再任

用をされた者、国際機関等派遣等から職務に復帰した者、交流採用をされた者若しくは休職から復職した者にあっ

ては、「異動」とあるのをそれぞれ「適用」又は「再任用」、「復帰」、「交流採用」若しくは「復職」と読み替

えて記入する。

８ 異動に伴い配偶者と別居した場合で、配偶者の住居が異動直前の本人の住居と同じときは、「配偶者の住居から勤

務官署までの通勤経路及び方法」欄は記入を要しない。

９ 異動に伴って配偶者とともに住居を移転し、その後に配偶者と別居した場合は、「異動直前の住居から勤務官署ま

での通勤経路及び方法」欄は記入を要しない。

10 「通勤（交通）方法の別」欄には、通勤等の順路に従い、徒歩、○○線等の別を記入する。

11 別居後に配偶者を欠くこととなった場合は、異動直前に配偶者がないものとした場合について記入する。

12 ※欄は記入しないこと。

順路 通勤方法の別 順路 通勤方法の別

1 住居 から（ 経由） まで 1 住居 から（ 経由） まで 　・ ㎞

2 から（       ） まで 2 から（       ） まで 　・ ㎞

3 から（       ） まで 3 から（       ） まで 　・ ㎞

4 から（       ） まで 4 から（       ） まで 　・ ㎞

5 から（       ） まで 5 から（       ） まで 　・ ㎞

6 から（       ） まで 　・ ㎞

経路略図（経路朱線）

区　　　間 区　　　間 距    離

計（規則第３条の規定による通勤距離）

※
各
庁
の
長
記
入
欄

順路 交通方法の別

1 住居 から（ 経由） まで 順路 交通方法の別

2 から（       ） まで 1 住居 から（ 経由） まで 　・ ㎞

3 から（       ） まで 2 から（       ） まで 　・ ㎞

4 から（       ） まで 3 から（       ） まで 　・ ㎞

5 から（       ） まで 4 から（       ） まで 　・ ㎞

6 から（       ） まで 5 から（       ） まで 　・ ㎞

経路略図（経路朱線） 　計 ①　 ・ ㎞

順路 交通方法の別

1 住居 から（ 経由） まで

2 から（ 経由） まで

3 から（ 経由） まで

4 から（ 経由） まで

5 から（ 経由） まで ②　 ・ 　 ㎞

　計（給与法第12条の2第2項の規定による交通距離) ①＋②　　・　　㎞

区　　　間

区　　　間

区　　　間

規則第4条関係ただし書の規定による経路及び方法（該当者のみ記入する）

距    離

規則第4条関係
ただし書の規
定により加算
する距離

※
各
庁
の
長
記
入
欄

規則第4条関係本文の規定による経路及び方法



１２ 給実甲第１０３３号（広域異動手当の運用について）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

規則第５条関係 規則第５条関係

１ （略） １ （略）

２ この条の第４項第１号の「人事 ２ この条の第４項第１号の「人事

院が定める期間」は、次に掲げる 院が定める期間」は、次に掲げる

事由以外の事由により俸給表適用 事由以外の事由により俸給表適用

職員となった日前の期間とする。 職員となった日前の期間とする。

一～三 （略） 一～三 （略）

四 この条の第２項第１１号に規 四 この条の第２項第１０号に規

定する異動等に準ずるものとし 定する異動等に準ずるものと

て人事院が定める採用 して人事院が定める採用

３～５ （略） ３～５ （略）

１３ 職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年７月２７日職職

―３２８）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

第１３ 病気休暇関係 第１３ 病気休暇関係

１～３ （略） １～３ （略）

４ 規則第２１条第１項第２号の ４ 規則第２１条第１項第２号の

「公務」には、国際機関等に派 「公務」には、国際機関等に派

遣される一般職の国家公務員の 遣される一般職の国家公務員の



処遇等に関する法律（昭和４５ 処遇等に関する法律（昭和４５

年法律第１１７号）第３条に規 年法律第１１７号）第３条に規

定する派遣職員の派遣先の機関 定する派遣職員の派遣先の機関

の業務並びに国と民間企業との の業務並びに国と民間企業との

間の人事交流に関する法律（平 間の人事交流に関する法律（平

成１１年法律第２２４号）第１ 成１１年法律第２２４号）第１

６条、法科大学院への裁判官及 ６条、法科大学院への裁判官及

び検察官その他の一般職の国家 び検察官その他の一般職の国家

公務員の派遣に関する法律（平 公務員の派遣に関する法律（平

成１５年法律第４０号）第９条 成１５年法律第４０号）第９条

（同法第１８条において準用す （同法第１８条において準用す

る場合を含む。）、福島復興再 る場合を含む。）、福島復興再

生特別措置法（平成２４年法律 生特別措置法（平成２４年法律

第２５号）第４８条の９、平成 第２５号）第４８条の９、平成

三十二年東京オリンピック競技 三十二年東京オリンピック競技

大会・東京パラリンピック競技 大会・東京パラリンピック競技

大会特別措置法（平成２７年法 大会特別措置法（平成２７年法

律第３３号）第２３条、平成三 律第３３号）第２３条又は平成

十一年ラグビーワールドカップ 三十一年ラグビーワールドカッ

大会特別措置法（平成２７年法 プ大会特別措置法（平成２７年

律第３４号）第１０条又は平成 法律第３４号）第１０条の規定

三十七年に開催される国際博覧 （以下この項において「特定規

会の準備及び運営のために必要 定」という。）により一般職の

な特別措置に関する法律（平成 職員の給与に関する法律（昭和

３１年法律第１８号）第３１条 ２５年法律第９５号）第２３条

の規定（以下この項において「 第１項及び附則第６項の規定の



特定規定」という。）により一 適用に関し公務とみなされる業

般職の職員の給与に関する法律 務及び特定規定に規定する通勤

（昭和２５年法律第９５号）第 が含まれるものとする。

２３条第１項及び附則第６項の

規定の適用に関し公務とみなさ

れる業務及び特定規定に規定す

る通勤が含まれるものとする。

５～８ （略） ５～８ （略）

１４ 検察官その他の職員の法科大学院への派遣の運用について（平成１５年１

０月１日人企―８２５）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分があるものは、これを当該傍線を付

した部分のように改め、改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分でこれに対

応する改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分がないものは、これを加える。

改 正 後 改 正 前

規則第１３条関係 規則第１３条関係

１ ２以上の法科大学院において １ ２以上の法科大学院において

教授等の業務を行う第１１条派 教授等の業務を行う第１１条派

遣職員（この条の第１項に規定 遣職員（この条の第１項に規定

する第１１条派遣職員をいう。 する第１１条派遣職員をいう。

第３項及び規則第１６条関係に 次項及び規則第１６条関係にお

おいて同じ。）のこの条の第１ いて同じ。）のこの条の第１項

項に規定する派遣先報酬等の額 に規定する派遣先報酬等の額に

については、それぞれの派遣先 ついては、それぞれの派遣先法

法科大学院の法科大学院設置者 科大学院の法科大学院設置者か

から受ける教授等の業務に係る ら受ける教授等の業務に係る報



報酬等の額の合計額とする。 酬等の額の合計額とする。

２ この条の第１項の「当該年額 （新設）

が部内の他の職員との均衡を著

しく失すると認められる場合」

において、同項に規定する派遣

前給与の年額を算定するときは

、あらかじめ個別に事務総長に

協議するものとする。

３・４ （略） ２・３ （略）

以 上


